
 

 

企画・発行 上野税理士法人  
〒１０３－００２８ 東京都中央区八重洲１丁目５－１５ 荘栄建物ビル８階 

２０１８．１０．０５号 

「再び激変！2021 年介護保険制度改正の動向と保険外サービス」 

「介護職員処遇改善加算への指摘が急増！新・実地指導対策」 

日時： １１月７日（水） １３：３０－１６：３０  講師： 小濱 道博氏 (小濱介護経営事務所 代表) 

             開催場所： 港区立商工会館（浜松町）        詳細： http://www.care-mas.com/ まで 

【ストックオプション税制の拡充】 

・付与対象者の範囲、権利行使期間、年間権利行使限度額

の要件について、制限を緩和する。 

【事業承継ファンドから出資を受けた場合の法人税等の

特例】 

・事業承継ファンドを通じた大規模法人による出資割合が

一定以上となる場合でも、出資を受けた中小企業が中小企

業税制を活用できることとする。 

【新設法人への繰越欠損金制度の拡充】 

・資本金 1億円以上の新設法人について、繰越欠損金を所

得金額の100％まで控除可能な期間を設立10年目まで延長

する。 

【未婚のひとり親に対する税制上の支援措置】 

・所得控除や市町村民税が非課税となる「寡婦（夫）」に

「未婚の母（父）」を加えるなど、未婚のひとり親に対す

る税制上の支援措置を講じる。 

【訪日外国人に係る社会医療法人等の認定要件（診療費要

件）の見直し】 

・訪日外国人の診療において、社会保険診療報酬と同一基

準により計算された額を請求するという社会医療法人等

の認定要件を見直し、費用に見合った額を請求できるよう

にする。 

【空き家に係る譲渡所得の 3,000 万円特別控除の延長・拡

充】 

・被相続人の直前居住要件を緩和し、被相続人が老人ホー

ム等に入居していた場合を対象に加える。 

・耐震リフォーム・除却の時点に関する要件を緩和し、譲

渡後に家屋の耐震リフォームまたは除却を行った場合を

対象に加える。 

【外国人旅行者向け消費税免税制度の拡充】 

・すでに消費税免税店の許可を受けている事業者が、地域

のお祭りや商店街のイベント等に出店する場合に、簡素な

手続きにより免税販売することを認める。 

【NISA 制度の恒久化・利便性向上等】 

・NISA 制度（一般・ジュニア・つみたて）について、恒久

措置とする。 

・NISA 口座の保有者が海外転勤等により一時的に日本を離

れている間も、引き続き NISA 口座を利用できる 

ようにする。 

【教育資金一括贈与に係る贈与税の非課税措置の恒久

化・拡充】 

・本特例を恒久措置としたうえで、教育資金の交付請求時

に、領収書に代えて明細書の提出が可能な範囲を 

3 万円以下に引き上げる。 

神戸市 認知症の診断助成と事故救済制度を創設 

           

神戸市は、全国に先駆けて神戸発の認知症対策を打

ち出した。この「神戸モデル」は、認知症の早期受診

を推進するための「診断助成制度」と認知症の人が外

出時などに事故に遭った場合に救済する「事故救済制

度」から成りたっている。 

 

「診断助成制度（案）」では、地域の医療機関で認証

の疑いが「ある」か「ない」かを診る検診を受け、疑

いが「ある」場合は、専門の医療機関で精密検査を受

診することで、早期受診を支援する。 

 

「事故救済制度（案）」では、賠償責任保険に市が加

入。認知症と診断された後、事前に登録した人の保険

料を市が負担し、事故で損害賠償責任を負った場合、

最高 2億円まで支給する（自動車事故は対象外）。また、

専用のコールセンターを設置し、事故があれば 24時間

365 日相談に応じる予定だ。非常時のかけつけ（捜索）

サービスを含む GPS の初期導入費用も市が負担する。 

この他、認知症の人が起こした火災や傷害などの事

故に遭った市民に見舞金を支給する方針だ。 

 

この「神戸モデル」の実現に必要な費用は、市民が

負担する仕組みで、平成 31 年度から市民税均等割（現

行 3500 円）に 1人あたり年間 400 円（案）を上乗せす

ることを検討している。 

 

各府省庁による平成 31 年度税制改正要望事項 

           

 平成 31 年度税制改正の議論に向けて、各府省庁から

要望が提出された（重複排除ベースで要望項目数 150、

廃止・縮減項目数 1）。主な要望は以下のとおりである。 

【研究開発税制の延長・拡充】 

・総額型および中小企業技術基盤強化税制の控除上限

引き上げや、減益でも試験研究費を増加させた場合に

控除上限を上乗せする仕組みの創設等を行う。 

・ベンチャー企業とのオープンイノベーションに対す

る支援を拡充する。 
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E –mail: info@care-mas.com 
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